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（単位：千円）

-                       -                       

-                                              -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

1,217                 -                       
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

              127,120 -                       

5,930                 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                       
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                       43,826                
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                       55,000                
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                       2,788                 
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（今回追加分）

12,860                -                       
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

-                       

-                       
国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                       43,826                
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

-                       55,000                
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

1,217                 2,788                 

139,980              -                       
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

5,930                 101,614              
国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                       

147,127              

              248,741
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  248,741  248,741  -  - 1,217 139,980 5,930 - 43,826 55,000 2,788 - - 

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
辰野町低所得世帯支援給付
金事業（追加分）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 1,217 1,217 - - 1,217 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　1537世帯×70千円　　のうちR６計
画分
事務費1217千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　その他
として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1537世帯）

－ ○ － R6.2 R6.4
対象世帯に対して令和6年2
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない R5補正（地）

2
R5_予備

(※)
一体支援 ○ ○ ○

低所得世帯支援給付金（子
育て世帯分）・低所得世帯支
援給付金（R6非課税・均等割
のみ課税世帯）・定額減税補
足給付金（調整給付分）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 145,910 145,910 - 139,980 5,930 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　439世帯×100千円、令和６年度非
課税化世帯　128世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯
104世帯×100千円、子ども加算　192人×50千円、定額減税を補足す
る給付の対象者　5493人　(126280千円）　　のうちR６計画分
事務費　5930千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費
その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（671世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（5493人）

－ ○ － R6.5 R7.3
対象世帯に対して令和6年8
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない R5補正（地）

3 - - 

4 - - 

5 - - 

6 - - 

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

低所得世帯物価高騰対策給
付金（子育て世帯分）・低所得
世帯物価高騰対策給付金・
定額減税不足額給付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 57,788 57,788 - 55,000 2,788 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1700世帯×30千円、子ども加
算　200人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　2788千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料
及び賃借料　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1700世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3
対象世帯に対して令和7年3
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

8 - - 

9 - - 

10 - - 

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦ 43,826                                                                    

推
奨
事
業
メ
ニ

ュ
ー

の
本
省
繰
越
希
望
額

の
調
整
欄

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                                  100,830
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦

-                                                                            

140,796                                                                                                                     26,290

                                                   12,860

                                                           - -                                                                            

事業
終期

150,369                                                  

総務省

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3

交付限度額計

基金
事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６

291,165                                                                  

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望額） -                                                                     

R
6
経
済
対
策
等
に
か
か

る

本
省
繰
越
希
望
額
記
載
欄

25,196                                                                    小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                                     7,337

                                                        684

                                                     9,172

                                                           -

25,196                                                              

10,050                                                              

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

※記載は不要

                                                  139,980

                                                     1,151

-                                                           

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

65,050                                                                    

6,724                                                                      

69,022                                                                    

-                                                           

-                                                           

-                                                           

1,217                                                     

-                                                           

65,050                                                                    

6,724                                                                      

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費

交付限度額⑤
既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

1,217                                                     

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分）

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費 43,826                                           

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 55,000                                           

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 2,788                                             

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費 -                                                   

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②
今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費
交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）　事務費　交付限度額⑨

Ｂ３

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)
（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費

1,217                                             

5,930                                             

-                                                   

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

139,980                                         

-                                                   

移替先

3,936                                                                

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事

務費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

Ｂ２
国
の
予
算
年
度

(

※
R
5
補
正
、

R
6
補
正
を

含
む
場
合
あ
り

)

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

担当部局課名

-                                                   20382

【20_長野県】

20382_長野県辰野町

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0266-41-1111

地
方
単
独
事
業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係

【調整後】本省繰越希望額
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）
交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

tyakuba@town.tatsuno.lg.jp

総事業費

Ｂ
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3基金
事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６Ｂ３

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｂ２
国
の
予
算
年
度

(

※
R
5
補
正
、

R
6
補
正
を

含
む
場
合
あ
り

)

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地
方
単
独
事
業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる
総事業費

Ｂ
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11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
辰野町省エネ家電等買い換
え補助金事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による生
活者支援

3,945 3,945 3,945 

①燃料価格・物価高騰に対する町民生活の負担を軽減するとともに、
家庭における二酸化炭素排出量の削減を図るため、省エネ家電製品
へ買い換える町民へ補助金を交付する。
②補助金
③■エアコン・給湯器　2,400千円（上限20,000円×120件）、■LFD照
明補助金（住宅向け）　1,545千円（上限20,000円）
④辰野町に住所を有する者

－ ○ － R7.1 R7.3
対象者に対してR7年3月まで
に支給（支給率100％）

町ホームページ、広報誌
省エネ家電買い替
え等 R6補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学生支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

972 972 972 

①物価高騰の影響で、学生生活にも経済的な影響が及んでいる学生
を支援することで、経済的負担の軽減を図り、健全な学生生活を送れ
るようにする。辰野町の特産品を詰め合わせた「たつのまち学生エー
ル便」をお届けする。
②たつのまち学生エール便（需用費、役務費）
③特産品706千円　1セット3,860円×183セット（米1,400円、味噌350
円、おやき600円、生麺650円、パン280円、お菓子110円、果物260円、
箱等消耗品40千円）、郵送料266千円
④町内出身の学生

－ － － R6.9 R7.3 学生エール便配付数200人 町ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
原油価格上昇対策福祉施設
支援金交付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

2,420 2,420 2,420 

①原油価格の上昇により施設運営に更なる影響を受けている福祉施
設に対して、支援金を支給することで安定した事業の継続と施設利用
者の負担軽減を図る
②補助金、補助金事務費（需用費・役務費）
③■入居・入所施設　1施設につき200,000円×8社、■入居・入所以
外のサービスを提供できる施設　1施設につき50,000円×13社
封筒等消耗品100千円、印刷製本費30千円、郵送料20千円、振込手
数料20千円
④町内に福祉施設を有する運営法人

－ － － R7.1 R7.3
対象者に対してR7年3月まで
に支給（支給率100％）

町ホームページ、広報誌
介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
進学・就職等準備支援金給
付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

6,062 6,062 6,062 

①物価高騰が長期化するなか、支援金を給付して進学や就職等の準
備費用に対する経済的負担の軽減を図り、子ども達が次のステップに
進めるよう支援する。
②給付金（補助金）、給付金事務費（役務費）
③給付金6,000千円（200人×30千円）、郵送料22千円、振込手数料40
千円
④高校3年生の保護者

－ ○ － R7.1 R7.3
対象者200人に対し、9割であ
る180人の申請受付及び支給

町ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
肥料・農薬・飼料価格高騰緊
急支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

11,754 11,754 11,754 

①物価高騰の影響により、肥料・農薬・飼料価格が高騰しているた
め、経営が圧迫されている農業者に対し、緊急対策として肥料・農薬・
飼料購入費の一部を助成し経営支援を図る。
②農業者への補助金（補助金）
③肥料・農薬：定額3千円+肥料購入費の20％・農薬購入費の25％
飼料：牛（繁殖・肥育・酪農）定額5千円/1頭、養鶏（飼料の量）定額3
千円/t（100羽以上）
いずれも令和5年4月1日～令和6年2月29日の間に購入した分
④次のすべてを満たす方
・町内に住所を有する農業者（法人の場合は、町内に本店を有する法
人）
・令和5年時点で出荷・販売しており、令和6年以降も出荷・販売等営
農を継続している農業者。ただし、令和6年から営農を開始した場合
は、令和6年時点で出荷・販売している農業者
・町税や料金等に未納がないこと

－ － － R7.1 R7.3
対象者に対してR7年3月まで
に支給（支給率100％）

町ホームページ、広報誌 農林水産・食品分野 R6補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費補助事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

11,924 11,924 11,924 

①物価高騰に伴い学校給食費を増額しなければならないが、保護者
の負担を軽減するため、1食あたり17％の給食費を補助する。
②学校給食費負担金（学校給食費会計：教職員は除く）
③小学校分　7,170千円（小学生717人×50円（1食あたり290円の17％
相当）×200日
 　中学校分　4,754千円（中学生417人×57円（1食あたり330円の17％
相当）×200日
④町内小中学校に通う児童の保護者

－ － － R6.4 R7.3
食材高騰による給食費の増
額分（1,134人分）について
は、保護者負担を0円とする。

町ホームページ、広報誌 給食 R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公立病院価格高騰対策補助
金事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

病院事業においては、地域に必要な入
院や救急等の医療体制確保のため、24
時間365日稼働しているため電気や燃
料等を多く消費しており、価格高騰の影
響も大きい事業である。しかしながら、
診療報酬が公的価格により価格に転嫁
できないため、現下の物価高により経
営が非常に厳しい状況にある。
このまま経営が悪化していくと、地域に
必要な医療提供体制の維持が危惧さ
れ、住民への影響が大きいため、効果
は高いと考える。

2,265 2,265 2,265 

①物価高騰に直面する公立病院の安定的な医療の提供を支援する
ため、電気料金の価格高騰分の一部を助成する。
②公立病院への補助金（補助金）
③補助金2,265千円（令和6年請求額（4月～12月）から令和5年請求実
績額（4月～12月）との差額分を町立辰野病院事業会計に繰り出し、
電気料に要する費用を交付対象経費とする。
④町立辰野病院

－ － － R6.4 R7.3
対象の公立病院（1病院）の
事業継続

町ホームページ、広報誌 医療（光熱費関係） R6補正（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公立病院食材料費高騰支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

病院事業においては、毎日入院患者へ
食事提供をしており、食材料費における
価格高騰の影響が大きい事業である。
しかしながら、診療報酬が公的価格に
より価格に転嫁できないため、現下の
物価高により経営が非常に厳しい状況
にある。
このままだと食事負担額を増加せざる
を得ない状況となり、患者へ大きな負担
を強いることとなるため、効果は高いと
考える。

831 831 831 

①物価高騰に直面する公立病院の安定的な医療の提供を支援する
ため、食材料費の価格高騰分の一部を助成する。
②公立病院への補助金（補助金）
③補助金831千円（令和6年請求額（4月～11月）から令和5年請求実
績額（4月～11月）との差額分を町立辰野病院事業会計に繰り出し、
食材料費に要する費用を交付対象経費とする。
④町立辰野病院

－ － － R6.4 R7.3
対象の公立病院（1病院）の
食費負担を現状維持

町ホームページ、広報誌 医療（食材費関係） R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
上下水道事業支援金事業
（上水道・下水道事業会計繰
出）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

水道事業においては、導水・送水・排水
施設等におけるポンプの使用等で多く
の電力を消費するため、電力価格高騰
により事業経費が増大している。このま
まの状態が続くと料金の値上げをせざ
るを得ない状況にあり、住民に大きな負
担がかかることが予想される。多くの住
民を支援することにつながるため、効果
は高いと考える。

3,653 3,653 3,653 

①原油価格・物価高騰により影響を受けている水道事業者において
は、導水・送水・排水施設等におけるポンプの使用等で多くの電力を
消費するため、電力価格高騰により事業経費が増大している。このま
まの状態が続くと料金の値上げをせざるを得ない状況となるため支援
をして安定的な事業継続を図る。
②支援金（補助金）
③支援金3,653千円（2事業者）　算出基準：「令和6年4月～10月の合
計負担額」から「令和5年4月～10月の合計負担額」を差し引いた額を
辰野町上水道事業会計及び辰野町下水道事業会計に繰り出し、光熱
費に要する費用を交付対象経費とする。
④公営企業の上水道事業者、下水道事業者

－ － － R6.4 R7.3

電力高騰による増額分につ
いて、利用者負担を0円とす
る。

町ホームページ、広報誌 水道事業者 R6補正（地）

20 - - 
21 - - 
22 - - 
23 - - 
24 - - 
25 - - 


